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CNIPA、専利開放許諾制度の全面実施推進に向けた通知を公表 

2024 年 7 月 16 日 

JETRO 香港事務所 

2024 年 7月 3日、国家知識産権局（CNIPA）が、「専利開放許諾制度実施の全面

的推進に関する通知」（关于全面推进专利开放许可制度实施工作的通知1）を公表した。 

本通知は、新たに改正された専利法実施細則が本年 1月 20日から施行された2こと

に伴い全面実施となった専利開放許諾制度の効率的な運用を促進し、専利の転化運用

の方式及び経路を拡大することを目的として、以下の事項を公告するものである。 

一、専利開放許諾制度の実施意義を十分に理解する。 

・ 専利開放許諾は「専利法」の第四次改正において新設された制度（50～52条） 

・ 本制度は、簡単で迅速な「一対多」の専利実施許諾を実現し、マッチング効率を

高め、制度的な取引コストを削減し、科学技術の成果を新たな生産性に転化する

ための「最後の 1キロメートル」（最后一公里）を切り開くもの 

・ いかなる単位または個人も、書面で専利権者に通知し、表示された価格を支払う

ことにより実施許諾を得ることができ、全ての実施権者は「平等に」扱われる。 

二、専利権者に対して開放許諾宣言書の提出を標準化するよう指導する。 

・ 専利開放許諾申告書には、専利番号、専利権者、実施料の納付方法および納付基

準、実施権存続期間等を記載し、専利業務処理システム3を通じてオンライン提出 

・ 実用新案や外観設計専利の場合、開放許諾宣言書と共に専利評価報告書も要提出 

三、パイロットプロジェクトから開放許諾への移行を促進する。 

四、専利権者に対してライセンス料の合理的な見積もりに関する指導を行う。 

・ 各省知識産権局は、専利権者に対して、実施料の納付基準と納付方法を明確に定

め、実施料の算出根拠等の簡単な説明を提出するよう指導 

・ 国家標準「専利評価指南」4及び「専利開放許諾実施料算定指南（試行）」5の解釈

 
1 ［原文］https://www.cnipa.gov.cn/art/2024/7/12/art_550_193719.html?xxgkhide=1 
2 JETROレポート「国務院、専利法実施細則（2024 年 1 月 20 日施行）を公表」（2023年 12

月）https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/pdf/report_20231222.pdf 
3 https://cponline.cnipa.gov.cn/ 
4 JETROレポート「専利の価値評価に関する中国初の国家標準「専利評価手引」が公布・実施」

（2023年 9月）https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/pdf/report_20230904.pdf 

https://www.cnipa.gov.cn/art/2024/7/12/art_550_193719.html?xxgkhide=1
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/pdf/report_20231222.pdf
https://cponline.cnipa.gov.cn/
https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/pdf/report_20230904.pdf


2 

 

を強化し、「一対多」の特徴等を踏まえ、合理的な実施料を見積もるよう指導 

五、開放許諾宣言の情報公開を強化する。 

・ 中国専利公開公報システム6により、許諾宣言や許諾契約届出等の情報を照会可能 

・ 各省知識産権局は、知財権運営サービスプラットフォーム等に専利開放許諾の公

開情報を有効利用するよう指導し、関連産業分野の企業を照合してプッシュ 

六、あらゆる関係者が役割を十分に発揮して需給マッチングを促進する。 

・ 各省知識産権局は、大学や科学研究機関の既存専利の活性化7、中小企業の専利産

業化の促進8、重点産業の知財権の強化などと有機的に結合させ、その効率を向上 

・ 大学や科学研究機関に開放許諾を行うよう指導し、技術消化能力の高い「専精特

新」中小企業9とのマッチングを実施 

・ 保険機関に開放許諾関連の保険商品を開発するよう奨励してリスク保障を提供 

七、開放許諾の届出に関する指導を行う。 

・ 各省知的産権局は専利権者や実施権者がCNIPA に適時に届出するよう監督指導 

・ 維持費減免は、発改委10、財政部及びCNIPA が発布した専利料減免政策の実施後 

八、開放許諾の監督と紛争調停を強化する。 

・ 各省知識産権局は法に基づき専利開放許諾プロセスの不正行為の信用監督を実施 

・ 虚偽報告や事実隠蔽による開放許諾宣言や専利維持費減免は、専利法実施細則第

100条の規定に基づき、違法かつ不正な行為として処罰 

・ 「専利開放許諾実施に関する紛争調停弁法（試行）」11等に基づき当事者を指導 

九、典型案例の公表・解説・普及制度を強化する。 

（以上） 

 
5 JETROレポート「CNIPA、「専利開放許諾の実施料の試算に関するガイドライン（試行）」を

公表」（2022年 10月）https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/pdf/report_20221025.pdf 
6 http://epub.cnipa.gov.cn/ 
7 JETROレポート「CNIPA など 8 部門、大学や科学研究機関の専利活用に向けた作業計画を

公表」（2024年 2月）https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/pdf/report_20240206.pdf 
8 JETROレポート「CNIPA など５部門、専利産業化を通じて中小企業を成長促進させる実施方

案を公表」（2024年 3月）https://www.jetro.go.jp/ext_images/world/asia/cn/ip/pdf/report_20240320.pdf 
9 (1)イノベーションの強化に向けて専門性、(2)精巧な技術力、(3)独自性、(4)新規性の 4点で優

れた特徴を有するとされる中小企業のこと。 
10 国家発展改革委員会 
11 ［原文］https://www.cnipa.gov.cn/art/2023/12/27/art_78_189326.html 
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